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                             ２０２４年度 研 究 計 画                         

 2024.5.24(6.20再提案) 

Ⅰ．研究主題    自主性と創造性にあふれる学校事務をめざして                 

           ～日常実践に根ざした事務職員の職務確立～    

                  

Ⅱ．研究主題の解決に向けての基本姿勢  

子どもが１日の中で一番長くいる場所が学校となります。私たち学校事務職員は、学校を「子どもたち

の生活の場」として捉え、よりよい学校づくりに向け取り組むため、願いや思いの把握と検証に努めると

ともに、これまで積み上げてきた研究と実践を基盤とした管内の組織的研究を進めます。 

「事務をつかさどる」とはなにか、「具体的実践を通した学校運営への参画」はどのようになされるべ

きなのかを念頭に置きつつ、各学校の実践はもとより、学校間連携を通して課題の共有・解決を図り、研

究と実践が一体となる取組を進めます。 

 

Ⅲ．研究の経過 

昨年度までの研究・実践において、「具体的な実践を通した学校運営への参画」と「職務の捉え返し」

の２つを柱とし研究を進めてきました。 

＜２０２３年度研究計画＞ ※２０２３合同研修会研究計画より要約 

研究内容１：具体的な実践を通した学校運営への参画では、これまでの財政財務活動のなかで「事務をつか

さどる」や「学校運営への参画」といえる実践はなかったか、それはどのようなものかを検証しながら、実践

を継続して取り組むこととして、併せて財政財務活動以外での取組での「学校運営への参画」についても検証

することとしました。 

（１）財政財務活動による学校運営への参画 

①蓄積・発信の定着から連携へ 

②マネジメントサイクルの見つめ直し 

③「保護者負担の公費化」の取組を継続するための方策 

 ④特色ある実践の積み上げ 

 

研究内容２：職務の捉え返しでは、学校間連携をすすめていくとともに、事務職員として「学校運営に参画

」をするという視点を多角化する必要があるとの考えや各個人や経験年数によって「つかさどる」のイメージ

の違いや「つかさどる」の多様性についても検証していく観点で職務の捉え返しを行うこととしました。また

、近い将来に管内の各市町村で学校管理規則改正が行われ「標準職務表」が制度化されることが予想されてお

り、各学校の運営計画を検証して、現在の職務内容を振り返り、職務の捉え返しをすることとしました。併せ

て、この導入に関わる実態調査も進めていくこととしました。 

① 職務標準表にかかわる交流 

② 学校事務運営計画についての交流 
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＜２０２３年度研究の成果と課題＞ ※２０２３研究紀要「石狩の教育」より要約 

研究内容１について 

「具体的な実践を通した学校運営への参画」として、各市町村では調査活動が継続され、現在抱えている問

題の洗い出しや、物価上昇といった現状の把握が行われました。 

各種調査活動では、各学校で保護者負担公費化に向けて、取組が停滞することなく進めている状況が多く報

告されました。その調査資料は、より良い学校づくりを目指すための予算要望活動に繋がる重要な資料となり

、事務職員として重要な財産になっています。二次研究協議会にて保護者負担軽減について手詰まり感を感じ

ながらも、事務職員が持つこの問題意識についてどのように教員を含めた他職種に共通理解を図るのか、誰が

行っていくべきなのかという問いかけがありました。 

財政財務活動においてできることを模索しつつも、今後どのように進めていくべきなのかという議論が行わ

れたことも成果であるといえます。 

しかし一方、これらの実践は事務職員だけでは決して完遂することができません。この現状を課題ととらえ

、これまで行ってきた調査活動を継続して行い、データの蓄積や検証を行うことで他職種に働きかけられる資

料を作っていく必要があります。また、学校間連携を通して課題解決に向けた議論を行っていき、事務職員間

の意識共有も重要になっています。学校規模や経験年数にとらわれずに交流を行っていくことで、実践の新し

い切り口も考えていく必要があります。 

 

研究内容２について 

各市町村において市町村学校管理規則改正による標準職務表の明示があったことを受けて、学校間連携を活

用し事務職員の働き方についてどのような変化があったかの実態交流が行われました。その結果、ほとんどの

学校において業務内容に大きな変更がないことが確認されました。併せてこれまでの石狩管内事務職員の働

き方や業務内容についての見直す機会となり、経験年数問わず交流を行えたことは成果であるといえます。 

 具体的な取り組みとして学校運営計画の交流や児童向けの事務だより作成や発行が報告されており、他職

種へのアプローチをしつつも、子どもの生活の場であるよりよい学校づくりに向けてどのように実践を積み

上げていけるのか議論が行われたことについても成果といえます。 

課題として、標準職務表が学校管理規則に明示されたことにより、管理職や市教委等からどのようなリアク

ションがあったのか等の実態交流を行いましたが、年度途中に学校管理規則の改正が周知された市町村もあ

り、まだ実態把握に至っていません。今後、市町村教委や学校によって標準職務表の取扱いに違いが生じてな

いか等にも注視していく必要があります。 

そのために標準職務表内の業務についてどのようにアプローチしていくことが可能なのか、どのような業務

が求められていくのかを事務職員間で検討・交流を継続してくことが必要であると考えます。標準職務表を踏

まえたうえで、自己研鑽に励みながら主体性を持って職務に当たる必要があります。どのように学校運営への

参画をしていくのか等を周知していくための手段として、運営計画や事務だよりといった方法についても交

流を継続していきます。 

また、全道的な規模においては共同学校事務室の導入が進んでいる地域があるなど、事務職員の取り巻く環

境は変化し続けています。石狩管内についても身近な課題として捉えて、学校間連携の今後とともに考えてい

く必要があるのかもしれません。これからも、学校にいる事務職員という強みを生かして、子どもたちのため

にどのように働きかけをする事ができるのかを「職務の捉え返し」を通して研究を進めていきます。 
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 Ⅳ．2024（令和 6）年度の研究の方向性について 

 これまでの研究成果と課題を踏まえて、次年度の研究でも「事務をつかさどる」事務職員としての積極的な

「学校運営への参画」、さらには学校管理規則改正による標準職務表の明示に関わり、具体的な実践の積み上

げと職務の捉え返しの取組を継続して行うこととします。 

 

（１）財政財務活動の具体的実践を通した学校運営への参画 

これまで継続してきた学校財政に関するマネジメント機能の強化を意識した取組(PDCAサイクル 

の確立・PFシート・財政財務ファイル「ザ・ファイル」の活用等)、学校間連携による予算要望活動等、財

政財務活動を進める中で学校運営へ参画していると言えるような具体的実践を、今後も積み上げることとし

ます。 

また、学校規模や事務職員の経験年数の違い等に着目しつつ、財政財務活動以外の活動から学校運営に参

画しているという新しい事例があれば、実践事例の積み上げを行いたいと思います。 

様々な事例や実態に触れる機会を増やすことで、各個人の事務職員像の確立や更新を目指していきたいと

思います。 

① 蓄積・発信の定着から連携へ 

② マネジメントサイクルの見つめ直し（問い返し） 

③ 「保護者負担の公費化」の取り組みを継続するための方策 

 

（２）日常的な実践、特色ある実践の積み上げと職務の捉え返し 

昨年度までの取組をとおして、「つかさどる」とは事務職員が主体的に企画・提案を行い、他者（他職

種、他機関、地域等）との連携により取り組む、との大まかな共通理解にある程度立てました。しかし、

事務職員全体の共通理解、他職種との連携や共通理解の必要性、働き方改革など今日的課題とのつながり

など、私たちの日常を切り取りながら様々な視点で「実践の積み上げ」と「職務を捉え返す」ことをして

いく必要があると考えます。 

個人の実践から広がっていく取組や他者との連携から広がっていく取組を拾い上げ、項目を系統立てし、

交流を図ることで、今後の「職務の捉え返し」や「今後取り組んでいけること（実践交流や研修など）」を

見つけるヒントを探りたい。 

① 日常的な実践、特色のある実践の交流（令和６年度） 

② 日常実践の交流と職務の捉え返し（令和７年度） 

 

上記を進める上で、大切にしたいこと 

・憲法第26条の「義務教育は、これを無償とする」を基本とし、マンネリではあってもすすめていくこと 

私たちがとりくむ財政財務活動は、憲法第26条に起因しているものです。昨今マンネリ化を指摘されてい

ますが、マンネリであっても進めていく視点を持ち合わせたい 

 

・双方向的な視点を持ちつつ「子どもたちのためにできることを常に意識した学校事務職員」を意識する 

学校の実態に合わせて各校事務職員が取り組むもの、学校間連携により組織的に取り組むもの、そして他

者との連携による双方向的な視点も持ちつつ「子どもたちのためにできることを常に意識した学校事務職員

」を意識した研究を進めていきたいと思います。 
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Ⅴ．2024（令和 6）年度の研究内容について 

１．財政財務活動の具体的な実践を通した学校運営への参画 

 

① 蓄積・発信の定着から連携へ 

これまで積み上げてきたデータは、私たち事務職員が持っている課題意識（保護者負担等）を他職種や教育

委員会に伝え、浸透させるのに非常に説得力のあるものになっています。職場内で、学校徴収金の意見を交流

する場面、連携組織等では予算要望等で有効に活用していることと思います。 

 これらのデータを絶えず生かしていくため、保護者負担公費化にかかわるデータの蓄積と検証を継続しつ

つ、どのように活用し他職種や教育委員会との連携を図っていくか、各学校・各市町村の事情を考慮しながら

連携組織等を中心に模索していく必要があります。 

また経験年数の浅い事務職員においては、蓄積されたデータを学習し先輩たちの実践から学ぶことで、各人

の「取組イメージ」を確立していく必要があると思います。中堅からベテラン層においても、他校の事務職員

の実践に触れ、幅広い年代の取組について交流を行うことで、時代の変化に合わせた事務職員像の更新をして

いく必要があると思います。 

 

③ マネジメントサイクルの見つめ直し（問い返し） 

「チーム学校」における学校マネジメントの見直し等により、事務職員のマネジメント能力の向上が色々な

場面で求められています。これまでの事務職員として取り組んできたマネジメントサイクル（※ＰＤＣＡ）を

見つめ直し、引き続き保護者負担の公費化の取り組みを進めたいと思います。 

これまで、学校をより深く知る実践として「PFシート」や「財政財務ファイル（THEファイル）」など提

起されていますが、取り組みやすいものから実践につなげていくことも方策の１つだと考えます。 

学校教育に関わる予算は、公費・私費分類を明確にすることは重要ですが、その上で公費・私費の枠を取り

払って学校の総予算として捉えるという考え方も近年増えてきています。 

「保護者負担は公費不足を補うためのやむえない措置である」という前提のもと、予算要望や各種補助金の

活用等、学校教育にかかる費用を総体的に捉えて保護者負担の公費化を進めて行く考え方を持ってみること

も大切です。 

 

※ ＰＤＣＡ 「P = 計画、D ＝ 実施、C ＝ 評価、 A＝改善」 

 

④ 「保護者負担の公費化」の取組を継続するための方策 

保護者負担の公費化の取組を継続する方策としては、 

「１．各校の取組において実現可能なもの」 

「２．学校間連携を通して実現可能なもの」  との二つに整理することが出来ます。 

他校の実践から学んで自校の実践につなげていくことや、保護者負担の実態をとらえ、市経理・徴収金・補

助金等をリンクさせながら執行していくことで、「保護者負担の公費化」に結びつけていくことができると考

えます。また、市町村で取り入れられている予算の効果的な運用を見直しつつ、他校と連携を取りながら要望

活動を継続していくことが重要です。 

物価上昇や高性能印刷機の導入などにより、財政状況も大きく変わってきている現状がありますが、様々な

工夫をしながらこれまで続けてきた取組を途絶えさせないよう継続することとします。 
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２．日常的な実践、特色ある実践の交流と職務の捉え返し 

 

① 日常的な実践、特色のある実践の交流（令和６年度） 

私たちが働く学校を取り巻く状況は、日々変化しています。直近５年間を振り返り、新型コロナウイルス感

染症の流行、ウクライナ紛争の長期化、流通業界の 2024 年問題など、日常生活に影響がでているのが現状で

す。教育活動（学校生活）にも当然影響を及んでいることから、私たち事務職員は、電子黒板や Web会議など

オンライン環境の充実や感染症対策費の執行、物価上昇に対する何かしらの対応をしてきました。 

また、私たちが日常的な業務の中で、もっと時短で業務を進めたい、簡単なフォーマットを作成して作業効

率を上げたなどの「特色のある実践」なども交流し、日常的な業務の効率化を話していくことも必要と考えま

す。 

そのような普通に対応してきたことを「日常的な実践」として各市町村で事前に交流を図り、また管内でも

交流し合うことで、学校や自分の仕事をどのように観察し、誰と連携し、対応したのか、どのように学校（仕

事）が変化したかを検証しながら、職務を振り返る機会としたい。 

 

② 日常実践の交流と職務の捉え返し（令和７年度） 

令和６年度で実践交流をしたことによって、どのような仕事（作業）で変化をつけ、更に学校を良くしてい

くことを考えたかを確認し、１年間の間で実践に広がりがあったのかを検証したい。これらのアプローチから

現在業務としているもの・していないものや、経験のあるものなど、市町村内の交流、管内的な交流を行いた

いと思います。規則等から自分たちの職務（実践・業務）を見る視点から、自分たちの実践・業務から規則や

職務を見てみる視点で考えることも大切です。 

様々な実践や考え方を交流することで、運営計画の見直しや標準職務表の検証をしていき、「職務を捉え返

す」機会、「今後取り組んでいけること（実践交流や研修など）」を見つける機会としたい。 

 

とりくみ自体の効果や労力の大小を問わず、学校事務職員という観点を持って「子どもたちのために」「よ

りよい学校のために」と考えて取り組んできたことを、経験年数や年代問わず交流していきたいと思います。 

この交流を通して、様々な観点により学校事務の可能性を模索していきたいと思います。日常実践や事例・

積み上げられたデータを基に、管内全体の交流、学校間連携等の交流を通じて、各市町村における課題意識・

問題意識の共有をしていくことが今後も重要になってきます。時代の変化を捉え、様々な視点から取組を模索

していくことで、学校運営に参画する事務職員像の確立・更新を目指していきます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今年度、日常実践の交流をするに当たって、以下のことに留意し取組を進めてください。 

① 各市町村で２次研究協議会前に一度交流を持ってください。その際、観点は以下の通りです。 

・事務がかかわったことで変わったこと（他の教職員や地域等を含む） 

・事務改善して変わったこと（働き方改革の観点を中心に） 

② 交流した内容について、レポートへの記載をお願いします。簡単な内容で構いません。 

・箇条書き、簡単なまとめなど各市町村の状況にお任せいたします。 

レポートの記載を基に、各分散会で交流を図ります。 

※イメージが湧かない場合も想定されますので、実践交流例を添付します。こちらの書式を基本とする必

要はありませんが、気軽な雰囲気の中で実践を交流していきましょう。 
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研究の経過は下記のように整理しました。 

■1年目（H22年度） 

 

 

 

○成果 予算要望活動や保護者負担軽減の実践が学校間連携を通して取り組まれた。次年度

の方向性を導く取り組みとなった。 

●課題 各市町村の実態に応じた連携組織の強化・確立を進める中で、本務としての財政財

務活動を改めて捉え返していく例があった。 

■2年目（H23年度） 

 

 

○成果 実践を通して課題解決を図るとりくみが定着してきた。 

●課題 校内・保護者・地域との協力協働は課題解決の重要な要素である。そのための方策

が今後の課題となった。 

■3年目(H24年度) 

 

 

 

○成果 保護者負担軽減や予算要望活動は着実に成果をあげ、管内的に拡がる（氏名ゴム印

など）取り組みが出てきた。 

●課題 各校の取り組み契機となる有効な学校間連携や校内での活用などが課題として整理

された。 

■4年目(H25年度) 

 

 

 

 

 

 

○成果 各市町村で「保護者負担軽減」に重点を置き取り組んだ結果、さらなる組織的実践

の積み上げが図られた（組織的⇒理科実習費の調査やこどもアンケートから予算要

望へ、校内的⇒理科実習費・新1年生教材費、ＰＴＡ会費や進路指導費などの一部

公費化） 

●課題 学校間連携の校内周知が十分とはいえない。連携会議等による校内実践の検証が必

要である。Ｈ２６年4月導入の消費税増税が保護者負担軽減に与える影響を懸念。 

■5年目(H26年度) 

 

 

 

 

 

○成果 公費化に向けた実践が増え、研究と実践が結び付けられた財政財務活動が形成され

てきた。（徴収金決定に事務職員が自発的に関与。実践が予算要望活動に反映され

る体制の継続。就学援助費の情報収集から市教委への働きかけ等） 

●課題 公費化の論議が学校全体のものになっていない。様々な予算を総合的に勘案した実

践、教育課程と予算の関連付け等、今後の更なる進展が期待される。具体的実践を

通してどのように義務教育費無償の実現を目指していくか検討を要する。 

■6年目(H27年度) 

 

 

 

 

○成果 公費化に向け様々な予算を総合的にとらえながら、組織的実践 

と各校の実践が相互に作用しながら進展が図られている。 

●課題 調査自体が目的となって完結してしまうことのないように、その後の活用方法等を

十分検討することが大事である。取り組みによるメリット・デメリットを見極め活

動を推進する。 

■７年目(H28年度) 

 

 

 

 

 

○成果 配分予算増が困難な状況を打開していく上で、財政基盤強化の取り組みがより進ん

だ（配分調整、予算の組み替え、補助金の運用） 

    学校予算の公開についても取り組みが進んでおり、保護者負担の公費化に向けた取

り組みを説明する学校も増えている。 

●課題 予算の増加が見込めない中での公費化の取り組みにはリスクが伴う。 

    人事異動に伴う取り組みの定着化や経験年数の違いによる取り組みの差。 
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 ■８年目(H29年度) 

 

 

 

 

 

 

○成果 各種調査を行いそこで得られた内容を資料化・リスト化することにより「可視化」 

   することができ、そのことにより見てわかる資料の蓄積が進められた。 

    取り組み内容を明確にしていくことにより、実施状況がよく分かるようになった。 

●課題 保護者負担の公費化に向けて私たちが蓄積してきた情報をさらに発信していくこ 

   とで、その内容を教育委員会と共有し、保護者へ知らせることや、校内での意識の  

 統一を図ることが必要。学校間連携をさらに強化し、教育委員会へも提案できる関係   

を築き、お互いで協力し解決につながるような体制づくりが必要である。 

■９年目(H30年度) 

 

 

 

 

 

 

 ○成果 「公費化イメージ図」や「公費化項目一覧」等、「可視化」の取り組みが定着し

    蓄積・可視化した資料（データ）をもとに見せる・発信する取り組みが実践され 

   ている。そのことにより、保護者や他職種、他機関への情報発信と課題の共有の  

  面でも広がりが見られた。 

●課題 可視化したデータを行政機関や教職員、保護者・地域住民に発信する取り組みを 

   私たち事務職員が共有し、課題意識を共通化させながら具体的な方策をもって、  

   保護者負担の公費化を実現させていくことが必要である。 

■10年目（Ｒ1年度） 

 

 

 

 

 

          

■11年目（Ｒ2年度） 

 

○成果 「保護者負担の公費化」の取り組みをより具体的に捉え、確実に進めるための方策

として「可視化」の取り組みが定着し、さらに他職種や保護者等に「見せる」から

、より「魅せながら」発信する取り組みの実践が進められた。 

●課題 可視化した資料（データ）の蓄積から「見せる」そして「魅せる」発信の実践を活

用し、教職員や教育委員会などとの連携を模索し「言える」事のできるような新たな

組織的な取り組みが必要である。 

                                   

〇成果 コロナ禍のため全体で集まっての交流ができない中、今まで積み重ねてきた保護者

負担軽減や予算要望の取り組みを継続しながら、事務職員の職務の捉え返しのため「

学校事務に関する意識調査」を行った。 

●課題 「学校事務に関する意識調査」の回答より、経験年数によってイメージに差があり

、課題意識や共通理解が十分でない実態が見てとれた。 

 

■12年目（Ｒ3年度） ○成果 研修修会や研究協議会を経て、「つかさどる」は、学校事務職員が主体的に関わり

ながら、企画・提案を行うこと、そして他者（他職種、他機関、地域等）との連携

をはかりながら取り組んでいくことではないかという大まかな共通理解に立てた。 

●課題 事務職員間においても「つかさどる」ことに対しての認識にずれがあるため今後も 

    「つかさどる」についての交流が必要である・ 

 

■12年目（Ｒ4年度） ○成果 学校規模や事務職員の経験年数に関わらず「つかさどる」業務について議論を行い

「つかさどる」事務職員像のイメージを深めることができた。 

●課題 「つかさどる」実践を積み上げていき、学校内外の他職種に「つかさどる」を認知

や定着を進めていくことが必要である。 


